様式第１号（第３条関係，第６条関係）

令和　　　年　　　月　　　日

呉市空家等管理活用支援法人指定（更新）申請書

   呉　市　長　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　法人の住所

                                  法人の名称又は商号

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

　　　　　　　　　　　　　　　    事務所又は営業所の所在地



空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）第２３条第１項の規定による空家等管理活用支援法人の指定（更新）を受けたいので，次のとおり関係書類を添え，申請します。

１　法人の概要
　(1) 法人の種別
　　　□　特定非営利活動法人　　□　一般社団法人　
□　一般財団法人　　　　　□　株式会社　　　　□　その他
　(2) 設立年月日　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
　(3) 呉市内の営業所又は事務所
　　　□　無　　□　有（所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

２　申請区分
　　　□　新規指定　　
□　更新（従前の指定年月日：　　　　　　年　　　月　　　日）
　　　□　変更

３　申請者の所在に関する区分（いずれかをチェック）
  　　　□　呉市内に主たる事務所又は営業所を有する。
  □　呉市外に主たる事務所を有し，次のいずれかに該当する。
        　□　他の地方公共団体と空家等対策に関する協定を締結し活動中
              （協定締結先：　　　　　　　　　締結年月日：　　　　　　　　　　）
        　□　他の地方公共団体から空家等管理活用支援法人の指定を受けている
            　（指　定　元：　　　　　　　　　指定年月日：　　　　　　　　　　）
        　□　呉市との官民連携等の活動実績がある。
         　 　（連携した部署：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
４　空家等管理活用支援法人として行う業務（該当するもの全てにチェック）
□　空家等の所有者等その他空家等の管理又は活用を行おうとする者に対し，当該空家等の管理又は活用の方法に関する情報の提供又は相談その他の当該空家等の適切な管理又はその活用を図るために必要な援助を行うこと。具体的には，空き家に関する相談窓口（利活用，除却又はその両方のいずれか）を設置し，空家等の所有者等から寄せられる相続，売却，賃貸，管理，解体，登記，家財道具の処分などの多岐にわたる相談に対し，弁護士，司法書士，税理士等の専門家や不動産，一般廃棄物処分，解体等の事業者と連携し，ワンストップで具体的な解決策の提案や解決に向けたフォローアップ，必要な助言等を行う業務
□　空家等の所有者と空家等の利用・移住希望者とのマッチング業務
□　空家等の管理又は活用に関する情報発信やセミナー等の普及啓発業務
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

５　添付書類（変更申請は，すでに提出したものから変更がある書類に限る。）
(1) 定款
(2) 登記事項証明書
(3) 誓約書兼同意書（様式第２号）
(4) 役員の略歴を記載した書面
(5) 法人の組織及び沿革を記載した書面並びに事務分担を記載した書面
(6) 前事業年度の事業報告書，収支決算書及び貸借対照表
(7) 当該事業年度の事業計画書及び収支予算書
(8) 空家等の管理又は活用等に関する活動実績を記載した書面
(9) 法第２４条各号に規定する業務に関する計画書
(10)国税及び地方税の滞納がないことを証する書類
(11)申請者が呉市外に主たる事務所を有する場合は，他の地方公共団体と締結している空家等対策に関する協定書の写し，他の地方公共団体から受けている支援法人の指定通知書の写し又は呉市と連携した活動実績を証する書類
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